
理研ビタミン株式会社は2025年5月14日に「中期経営計画2027」を公表し、2025年度から2027年
度までの3か年で大規模な事業変革を計画している 。この新計画は同社の知財・無形資産戦略に根
本的な変化をもたらすと予想される 。本報告書では、現在の知財・無形資産戦略を分析した上
で、新中期経営計画下での戦略変化のシナリオを予測する 。

理研ビタミンは、食品用改良剤や化成品用改良剤分野において積極的な特許取得を行っている
。2024年11月には、ホクト株式会社との共同開発により、ブナシメジの未利用部位を活用したき

のこエキスに関する特許（特許第7588471号）を取得した 。同社の知的財産戦略は、事業活動
の自由度確保と他社権利との重複回避を基本方針としている 。

海外展開に合わせた知的財産保護戦略の立案と実行が進められており、取締役会による知的財産投資
の議論も行われている 。特に、当社独自の生産技術やノウハウの漏洩防止と営業秘密の保護強化
が重要課題として認識されている 。

理研ビタミンの技術的基盤は、祖業のビタミンA事業に始まる「抽出・精製・濃縮技術」である
。中でも「分子蒸留技術」は同社の革新的な技術として、天然ビタミンAメーカーとしての地位確

立に大きく貢献した 。これらのコア技術は乳化剤やビタミンEの製造にも応用され、事業多角化の
基盤となっている 。

同社は「天然物の有効利用」をポリシーとし、製剤化技術や安定化技術などの独自加工技術も保有し
ている 。これらの技術は食品・改良剤・ヘルスケアの3分野での製品群展開を支えている 。

2022年度の研究開発費売上高比率は3.6%であり、国内外の研究開発体制を構築している 。国内
では食品企画開発部、食品技術開発部、食品改良剤開発部、化成品改良剤開発部、ヘルスケア開発部
を設置し、グループ会社には理研食品の技術部やアプリケーションセンター（シンガポール・上
海）、化成品技術センター（上海）を配置している 。

2024年4月には次世代放射光施設「ナノテラス」が稼働を開始し、同社も産学協創による研究開発強
化を発表している 。また、福島国際研究教育機構の委託研究事業を受託し、海藻類の大規模養
殖生産技術とブルーカーボン効果の研究開発に取り組んでいる 。

理研ビタミンの知財・無形資産戦略の変革：中期経営
計画2027の影響分析
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同社の主力ブランドには「リケンのノンオイル」などの家庭用食品ブランドがある 。業務用・
加工用分野では、食品用改良剤や化成品用改良剤のスペシャリティメーカーとしての地位を確立して
いる 。「理研ビタミン」という企業ブランドは、理化学研究所をルーツとする研究開発型企業
としての信頼性を表している 。

2024年3月末時点で、グローバル人材比率は8.9%となっている 。同社は2030年度に10%と
する目標を設定し、英語・中国語会話レッスンや海外現地でのトレーニー研修などを実施している
。2025年1月には人材方針を制定し、「個性を尊重し、高めあうこと」「主体的に考え、行動す

ること」を掲げている 。

デジタル人材育成にも力を入れており、2021年度には「製造担当者のデジタル人材化によるDX推進
の基盤構築」で公益社団法人企業情報化協会のIT賞を受賞した 。

同社は生産技術と品質管理のノウハウを蓄積し、グローバル展開のための組織再編を進めている
。DX推進では、草加工場を皮切りに製造担当者のデジタル人材化を実現し、3,000万円相当のコ

スト削減を達成した 。

2025年には業務効率化クラウドサービス「バクラク」を導入し、申請から会計処理までの取引見え
る化と業務のデジタル化を推進している 。

国内では食品メーカー、コンビニエンスストア、中食業界との強固な関係を構築している 。海
外ではアジア・北米の現地企業との関係拡大を進めており、技術サポート体制による顧客との関係強
化を図っている 。

2024年2月にはキッコーマン株式会社との16年間続いた資本・業務提携を解消し、新たな戦略的展開
への転換を図っている 。

生産現場でのIoT導入により、設備の制御部リプレースの内製化やネットワーク化による遠隔モニタ
リング、予知保全体制を構築している 。顧客データや市場データの蓄積、研究開発データの資産
化も進めている 。

ホクト株式会社との共同開発をはじめ、理化学研究所や長崎大学との研究協力を行っている 。
海外では各地域のパートナー企業との関係構築を進めており、産学協創による研究開発も拡大してい
る 。
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新中期経営計画では、中長期ビジョンのゴール年度を2030年度から2034年度に変更し、10年後の
2034年度に営業利益135億円、海外売上高比率35%、ROE10～12%という定量目標を設定した
。この目標達成に向け、前中計の2.5倍となる250億円の設備投資を計画している 。

中期経営計画2027では、「無形資産の強化」を明確に掲げ、研究開発による価値の創出と人的資本
の強化を重点施策としている 。研究開発では、短期テーマとして効率的開発と付加価値向上の
両立、戦略的な原料確保、ソリューション強化を目指している 。

中長期テーマとしては、未利用資源の活用、新たな加工技術の開発、ブルーカーボン研究の事業化、
ナノテラスを活用したイノベーション、海外法規に適合した新製品開発、環境対応分野での新規技術
開発を掲げている 。

人材の「スペシャリティ」向上を通じて企業価値を高める方針を明確にし、個性を尊重し高め合う組
織、主体的に考え行動する組織の実現を目指している 。グローバル人材育成、ダイバーシティ推
進、人材方針に基づく人事制度の確立を重点的に進める 。

前提条件： 海外売上高比率35%達成、海外投資120億円の効果的執行、地政学リスクの安定化

知財・無形資産戦略の変化：

期待される成果：
グローバル市場での技術的優位性確立、現地市場シェアの大幅拡大、技術標準化による競争優位の構
築 。

主要リスク：
現地化に伴う多額のコスト負担、地政学リスクの顕在化、現地競合との激しい競争、知的財産侵害リ
スクの増大 。
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前提条件： ナノテラス活用研究の成功、ブルーカーボン事業の商業化、M&A・アライアンスの効果
的活用

知財・無形資産戦略の変化：

期待される成果：
革新的技術による圧倒的競争優位の確立、新事業領域の創出、技術ライセンス収入の獲得、業界にお
けるテクノロジーリーダーシップの確立 。

主要リスク：
研究開発投資の回収期間長期化、技術開発の不確実性、競合による技術追随、基礎研究の事業化困難
。

前提条件： DX投資の大幅拡大、AI・IoT技術の急速な進歩、デジタル人材の確保成功

知財・無形資産戦略の変化：

期待される成果：
業務効率の大幅向上、データ活用による新たな価値創出、競合に対するデジタル優位性の確立、顧客
との関係深化 。

主要リスク：
IT投資負担の増大、サイバーセキュリティリスクの増加、デジタル人材の獲得競争激化、既存業務プ
ロセスとの整合性 。

前提条件： ESG投資の拡大継続、環境規制の強化、サステナビリティ技術への需要増大

知財・無形資産戦略の変化：

シナリオB：技術イノベーション重点戦略

基礎研究分野での特許取得の飛躍的増加 [28] [15]

産学協創プラットフォームの本格構築と運営 [14]

技術ライセンス事業の新規展開と収益源の多様化 [28]

研究開発データの体系化と知的資産としての活用 [31]

次世代技術開発に向けた戦略的提携の拡大 [15] [14]
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シナリオC：デジタル変革加速戦略

AI・データ解析技術の内製化と独自技術の開発 [22] [24]

デジタル人材の大幅増員とデジタル組織能力の構築 [22] [23]

全業務プロセスのデジタル化とデータドリブン経営の確立 [24]

顧客データ活用の高度化と新たな価値提案の創出 [24]

デジタル技術を活用した新しいビジネスモデルの構築 [22]
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シナリオD：サステナビリティ先行戦略

環境技術分野での特許取得の集中的推進 [21] [32]



期待される成果：
ESGブランドの確立による長期競争優位の構築、環境技術市場での先行者利益、持続可能な事業モデ
ルの確立 。

主要リスク：
短期的な収益性圧迫、環境技術開発の技術的困難、規制変更リスク、競合による技術追随 。

各シナリオの実現には、以下の重要成功要因が共通して求められる ：

理研ビタミンの知財・無形資産戦略は、中期経営計画2027により従来の国内中心から真のグローバ
ル企業への変革を目指す包括的な戦略へと大きく転換すると予想される 。成功の鍵は、これら
の変化を統合的に管理し、同社の強みである技術力と顧客信頼を基盤としながら、新たな価値創造メ
カニズムを構築することにある 。

⁂

サステナビリティブランドの確立と差別化 [21] [33]

ESG投資家との関係強化と新たな資金調達手法の確立 [2]

環境技術ライセンス事業の海外展開 [15] [32]

サーキュラーエコノミーに対応した新技術・ノウハウの開発 [21] [33]
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実行における重要成功要因
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1. 戦略的バランスの確保：グローバル展開と技術革新の効果的な両立 [2] [28]

2. 人材戦略の実効性：グローバル人材育成とデジタル人材確保の同時推進 [21] [29]

3. 知的財産ポートフォリオの最適化：海外市場向け特許戦略の体系的構築 [9] [6]

4. パートナーシップエコシステムの構築：産学協創と戦略的提携の効果的活用 [15] [14]

5. 組織変革の実行力：新しい事業体制への円滑な移行と組織能力の向上 [2] [21]
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